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対象の人には７月下旬に送付しました。所得区分により送

付したものが異なります。

�「新しい受給者証」の送付を受けた方はそのままご利用

ください。

�「収入申請のお願い」の送付を受けた方は、国保年金係

に申請を提出いただいた後に、「新しい受給者証」の交付

となります。８月中の申請で、８月１日から適用になりま

すので、早めに手続きをしてください。
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高齢受給者証の負担割合は、前年の所得と世帯状況により、

毎年判定しています。

�２割（平成２１年３月３１日までは１割）

�３割（一定以上の所得者）

※１ヶ月に窓口で支払った総額が自己負担限度額を超えた

場合は高額療養費として給付を受けられます。

○「限度額適用・標準負担額減額認定証」  は、７０歳以上で

非課税世帯（低所得者㈵・㈼）の方が入院される際に必要

となります。

○「限度額適用認定証」、「標準負担額減額認定証」は、７０

歳未満の人が入院される際に必要となります。

　利用される方は国保年金係の窓口に申請してください。

※「限度額適用認定証」は、国民健康保険税に未納がある

と交付できません。また、「標準負担額減額認定証」は、

非課税世帯の方のみ交付できます。
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　古い認定証は有効期限が平成２０年７月３１日となっていま

す。８月の更新に伴い、引き続き利用される方は再度申請

が必要になります。

※８月中の申請で、８月１日からの適用になります。

��������　国民健康保険証・印鑑

※本人以外の人が来庁される場合は、その人の本人確認の

できるものが必要になります。また、同一世帯でない人の

場合は委任状も必要になります。

　現在ご利用の方には、７月下旬に更新したものを送付し

ました。負担割合は、前年の所得と世帯状況により、毎年

判定するため、前回と異なる場合があります。お手元の

「特定疾病療養受療証」をご確認ください。

○「特定疾病療養受療証」は、厚生労働大臣が指定する特

定疾病（先天性血液凝固因子障害の一部・人工透析が必要

な慢性腎不全・血液凝固因子製剤の投与に起因するＨＩＶ

感染症）の人が病院などの窓口で必要となります。

※複数の年金を受給している方の場合、特別徴収の対象年金
に優先順位があるため、年金の受給総額が１８万円以上でも、
普通徴収になる場合があります。

�国保の保険料を確実に納付していた世帯主の方（本人）

が口座振替により納付する場合

�世帯主又は配偶者がいる方（本人の年金収入が１８０万

円未満）でその口座振替により納付する場合

注１）�の「確実に納付」とは、申し出があった時点か

ら２年間滞納が無かった場合をいいます。

注２）�の場合、前加入の保険の種類は問われません。

注３）８月１１日までに申し出をされれば、１０月から特別

徴収を停止し、口座振替に変更できます。これを過ぎる

と、次の特別徴収以降の対応になります。
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介護保険と長寿医療の
保険料の合計が年金額
の１ / ２ 以下ですか？

年金額が年間
１８万円以上ですか？
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（納付書や口座振替）

����

（年金から天引き）
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����　健康増進課国保年金係　� �３９２２

　国民健康保険加入者のみなさんが病気や怪我等をし
たときの医療費は、皆さんが納める保険税でまかなわ
れています。保険税は皆さんの『健康』と『いざとい
うときの安心』を守るための大切な財源です。国民健
康保険を健全に運営するため、保険税の納期内納付に
ご協力をお願いします。
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　平成２０年４月から始まった後期高齢者

医療制度（以下 「長寿医療制度」 という。）

 を支えるために、７５歳未満の方全てに｢後

期高齢者支援金｣として、保険税を負担し

ていただくことになりました。

　これまでの｢老人保険医療制度｣では、国民健康保険税の

医療分から｢老人保険拠出金｣という形で負担していただい

ていましたが、医療分と分けることで後期高齢者の医療に

ついての負担分が明確化されました。
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　平成２０年１０月から国民健康保険税を年金から天引き（特

別徴収）させていただくことになりました。

���　世帯内の国保の被保険者全てが６５歳以上７５歳未満

で構成される世帯の世帯主 （擬制世帯主を

除く。） で、次の�、�をともに満たす方。

�年額１８万円以上の年金（担保に供して

いないものに限る。） を受給していること。

�国民健康保険税と介護保険料の合算額

が年金額の半分を超えていないこと。

　ただし、以下のいずれの要件も満たす

方は、申し出により、特別徴収対象者から除外することが

できます。

・国民健康保険税を直近２年間、 滞納な く 納税 し て い る こ と。

・今後の国民健康保険税を口座振替により納税すること。
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　既に国保の保険税の軽減を受けている世帯で、長寿医療

制度に７５歳以上の方等が移行することにより世帯の国保の

被保険者が減少しても、５年間は移行前と同様の軽減を受

けることができます。
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����　国保に加入していた７５歳以上の方等が長寿医療

制度に移行することにより、国保の被保険者が１人だけと

なる世帯

����　５年間、平等割（介護分を除く。）が半額とな

ります。
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���　会社の健康保険等（社会保険）に加入していた被

保険者本人の長寿医療制度への移行により、社会保険の被

扶養者から国保の被保険者になった６５歳以上の方

����　２年間は新たに負担する国民健康保険税の所得

割・資産割を免除、均等割は半額となります。（上記対象

者のみで構成される世帯の場合は、平等割も半額）

　平成２０年度に皆さんに納めていただく保険税は右の表の

税率により計算した額の合計額になります。平成２０年度は

医療分と支援金分に分かれた形になりましたが、賦課限度

額も含めて平成１９年度の税率と変わりません。

　なお、保険税は世帯主に課税しています。世帯主が社会

保険加入者や長寿医療制度に移った人でも、世帯の中に国

民健康保険加入者がいる場合には、その世帯主が納税義務

者になります。
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世帯の総所得の合計軽減割合

３３万円以下６割軽減

３３万円＋ （２４万５千円×世帯主以外の被保険者数
＋世帯主以外の国保からの長寿医療制度移行者
数） 以下

４割軽減
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介護分税率支援金分税率医療分税率課税対象区分

１．４０％２．００％６．１５％前年中の総所得から基礎
控除３３万円を差し引いた額所得割

８％５％４５％本年度の固定資産税額の
内、 土地及び家屋分の税額資産割

８，６００円５，３００円１７，４００円国民健康保険加入者１人につき均等割

４，５００円６，１００円２０，６００円１世帯につき平等割

９万円１０万円４３万円賦課限度額
（上記合計額の限度額）
※介護分は４０～６５歳未満の方に加算
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天引き
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